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１．ソフト対策に係る課題、ニーズ把握の調査の概要

県・市町、関係機関等県・市町、関係機関等 川内川流域住民等川内川流域住民等

・県、市町等の関係機関に対するヒアリング調査等により
課題及びニーズを抽出・整理

・流域住民の意識調査を行うためのアンケート調査を実施
・アンケートは流域住民から無作為抽出により実施

ヒアリング概要ヒアリング概要ヒアリング概要 アンケート概要アンケート概要アンケート概要

■ヒアリング項目

（１）水害時の組織体制及び基準に関する事項

（２）情報収集、伝達手段に関する事項

（３）避難体制等に関する事項

（４）防災・減災対策に関する事項 等

■ヒアリング実施時期

平成１９年３月中旬～３月下旬

■ヒアリング対象

鹿児島県、宮崎県

川内川流域３市３町（えびの市、湧水町、菱刈町、

大口市、さつま町、薩摩川内市） 等

・平成１８年７月洪水において川内川流域では広範囲かつ甚大な被害が発生したことから、洪水氾濫による
被害軽減を図るため、県、市町等の関係機関へのヒアリング調査及び川内川流域住民への意識調査（アン
ケート調査）により課題、ニーズを抽出し、川内川水系における水害に強い地域づくりを推進するにあ
たっての基礎資料とする。

■目的

■調査の概要

■アンケート項目

（１）基本情報（性別、居住年数等）

（２）被害の状況（被災の有無、被害の程度等）

（３）避難の状況（避難の有無、避難の方法等）

（４）洪水ハザードマップについて

（５）今回水害に対する意見（鶴田ダムへの意見等）

■アンケート実施時期

平成１９年２月中旬～３月上旬

■アンケート対象

・川内川流域３市３町（えびの市、湧水町、菱刈町、

大口市、さつま町、薩摩川内市）の地域住民

・※約１万名（個人）に調査票を配布、回収



２．調査から把握された課題の説明資料

①課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ａ・Ｂ・Ｘ】
②課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｊ・Ｋ】
③課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｌ】
④課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｌ】
⑤課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｄ・Ｍ・Ｙ】
⑥課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｎ】
⑦課題２：「水害の危険性に関する認識不足」に関する説明資料【Ｅ・Ｆ・Ｏ・Ｚ】
⑧課題３：「洪水時の情報提供・伝達の不足」に関する説明資料【Ｇ･Ｈ･Ｉ･Ｐ･Ｑ･Ｓ】
⑨課題３：「洪水時の情報提供・伝達の不足」に関する説明資料【Ｒ】
⑩課題４：「避難勧告・指示発令の遅れ」に関する説明資料 【Ｔ・Ｕ】
⑪課題５：「水防・救助体制の不備」に関する説明資料 【Ｖ・Ｗ】



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ａ・Ｂ・Ｘ】

Ａ ハザードマップの認知度が低く、水害時に利用されていない

■ハザードマップの存在を知らな
い住民が30％にも及ぶ
■水害時に活用される可能性を
保管している人の割合から判断
すると10％程度である

Ｑ4-1 今回の水害前に行政（市町村）が配布の洪水ハザードマップを読み
ましたか？

不　明
40.3%

存在を全く知らな
かった
30.3%

存在は知っていた
が，読んでいなし
保管もしていない

9.1%

読んだが，保管し
ていない
10.4%

一通り読み，保管
した
8.7%

熟読し，保管した
1.2%

Ｂ 流域市町の半分は、ハザードマップが未作成であった

■ハザードマップを作成していた
のは、流域内３市３町のうち、半
分の市町であった

大口市、菱刈町、えびの市未作成

薩摩川内市、さつま町、湧水町水害前に作成済み

市町ハザードマップ作成状況

Ｘ ハザードマップ作成の予算が不足している

■自治体は地図の縮尺の大きなハザードマップを地区別に作成することを希
望しているが、予算の都合上、町で１～２枚程度が限界である



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｊ・Ｋ】

Ｊ 指定避難場所の利用率が低い

■指定避難所へ避難した住民は約３割
堤度であった

Ｑ3-9 避難時の移動方法は何でしたか？

自家用車
41.7%

不　明
36.7%

徒歩
14.1%

救急車
0.1%

タクシー
0.4%

その他
7.0%

Ｑ3-7 避難場所をどこにしましたか？ 指定避難
所
28.8%

不　明
37.2%

隣人(知
人)の家
6.1%

その他
10.2% 親戚の家

17.6%

Ｋ 避難時の利用手段として自動車が多く利用されている

■自動車による避難が42％最も高い結
果であった
■ハザードマップは徒歩による避難を前
提としているが、公共交通機関の少な
い地域における自家用車利用の実態
を反映した交通手段の選択結果となっ
た



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｌ】

Ｌ 避難所・避難経路の浸水

■今回の水害では、避難所や避難経路
への浸水がみられた

Ｑ4-6 洪水ハザードマップの内容で不満に感じたことはありますか？（複数回答
可）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

被害状況が予測出来ない

避難場所が浸水していた

避難経路が分からない

洪水ハザードマップに関する説明が無い

住民の意向が反映されていない

今回の水害状況と大きく異なっている

その他

特にない

無回答



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｃ】

Ｃ 自主防災組織は存在するが、水害時の活動がほとんど実施さ
れていない

■自主防災組織の組織率は、鹿児
島市に比べて高いが、水害時の活
動はほとんど実施されていない状
況である

自主防災組織率（％）

49

50.2

69.2

81 .1

100

93.6

82.6

0 20 40 60 80 100

鹿児島市

薩摩川内市

さつま町

大口市

湧水町

菱刈町

えびの市

鹿児島市

薩摩川内市

さつま町

大口市

湧水町

菱刈町

えびの市



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｄ・Ｍ・Ｙ】

Ｄ 災害時要援護者の所在情報が十分把握されていない
Ｍ 災害時要援護者の避難補助体制が確立されていない
Ｙ 災害時要援護者の避難後の生活補助体制が確立されていない

■避難困難な家族により、避難できな
かった住民が存在した
■避難困難な家族の約半数は高齢者
■避難困難な家族の避難は、家族で
対応が約70％を占める
■避難後の高齢者等への生活補助が
不十分であった

Ｑ3-5 一人で移動することが困難な方をどの様にして
避難させましたか？

その他
7.9%

不　明
4.2%

家族のみで
対応
68.2%

親戚に支援
を依頼
4.7%

公的機関
（警察・消防
署等）に依頼
11.2%

隣人に支援
を依頼
3.7%

一人で避難が困難な方の内訳

無回答
25.2%

幼児がい
る
15.0%

病人がい
る
14.5%

高齢者が
いる
45.3%

Ｑ3-2 避難しなかった主な理由は何ですか？

不　明
10.8%

気象情報から洪水
の危険を感じな
かった
12.9%

過去の水害から判
断して被害が出る
とは考えなかった

18.8%

その他
11.1%

避難することが
困難な家族が
いた
1.3%

避難勧告・指示の
発令に気がつかな

かった
0.9% 避難場所がわから

なかった
0.3%

自宅もしくは現在の
場所が安全と思っ

た
43.9%



課題１：「避難計画の不備」に関する説明資料 【Ｎ】

Ｎ 避難所がバリアフリー化していない

■現在の避難所は、高齢者等の災害時要援護者の使
用を前提とした施設になっていない



課題２：「水害の危険性に関する認識不足」に関する説明資料【Ｅ・Ｆ・Ｏ・Ｚ】

Ｅ 住民に水害への危険性認識に対する偏見が見られる
Ｆ 水害に関する知識が不足している
Ｏ 未避難

■今回の洪水で氾濫する可能性が大いに
あると住民の約半数は認識していた
■にもかかわらず避難しないのは、過去
の水害経験から誤った判断がなされてい
る可能性が高い
■また、『避難勧告・指示』の意味を知らな
い住民もいたことから、知識不足による
未避難も想定される
Ｑ5-5 今回の洪水で川内川が、氾濫する可能性をどの程

度に考えましたか？

危機的状況
（約50％）
12.9%

確実に発生
(80%以上)
18.6%

大いにある
（約30％）
18.5%

可能性はあ
る（約10％）
17.2%

少しはある
（5％以下）
6.2%

全く無い
（0％）
3.9%

不　明
22.7%

0.9

1.0

0.9

0.0

0.3

0.7

0.2

0.0

43.9

46.0

43.8

13.3

12.9

12.6

12.9

20.0

18.8

19.5

18.8

6.7

1.3

1.7

1.0

13.3

11.1

10.6

10.9

40.0

10.8

7.9

11.6

6.7

避難勧告等

の発令に気が

つかなかった

避難場所が

どこかわから

なかった

現在の場所

が安全だと

思った

洪水や土砂

崩れの危険を

感じなかった

被害が出るとは

考えなかった

避難すること

が困難な家

族がいた

その他 不明

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

合計

有

無

不明

Ｚ 浸水地区の宅地開発

■近年特に水害がなかったため危険性への認識は低く、宅地開発が行われている。



課題３：「洪水時の情報提供・伝達の不足」に関する説明資料【Ｇ･Ｈ･Ｉ･Ｐ･Ｑ･Ｓ】

ＧＰ 自治体には、関係機関より多くの情報が伝達される
Ｈ 自治体組織内の情報収集・伝達手段は主に電話やＦＡＸである
Ｑ 現地の情報収集（状況把握）のための人員が不足している
Ｉ 自治体職員の水防用語理解度が低下している
Ｓ 上記要因により情報処理所要時間が増加している

■自治体は、複数の関係機関から電話
やＦＡＸにより情報収集を実施する。そ
のため水害時には情報が輻輳してしま
う
■自治体は現地の最新状況の把握を必
要と認識しているが、人員が不足して
いるため十分な把握ができなかった
■住民への情報提供手段の課題として
「防災ｽﾋﾟｰｶｰは聞こえにくい」、「広報
車は浸水地区に入れない」等があげら
れる
■自治体職員が水防用語を十分理解し
ていないため、収集情報の判断に時間
を要する

鹿児島地方気象台 鹿児島県

川内川河川事務所

警察

マスコミ

消
防
団

流
域
市
町

住 民

関係機関

防災ｽﾋﾟｰｶｰ
防災無線
広報車等

電話・FAX 等

ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ

現
地
情
報



課題３：「洪水時の情報提供・伝達の不足」に関する説明資料【Ｒ】

Ｒ 住民への情報伝達ｼｽﾃﾑが十分機能せず、情報が住民に届かなかった

■避難勧告等の情報は、住
民に十分伝わっていないた
め、避難理由として『避難勧
告の発令』は24％に留まり、
『自宅が浸水し始めた』が
16％と多い結果となった
■住民の多くは、洪水に関す
る情報をテレビより収集して
いる

Ｑ3-6 避難した理由をお答え下さい

不　明
38.3%

避難勧告が出た
から
15.6%

公的機関から避
難を呼びかけら

れた
10.6%

隣人から避難を
呼びかけられた

2.7%

避難勧告から避
難指示に変更さ

れた
7.7%

自宅が浸水し始
めた
15.7%

気象情報から自
主的判断
5.4%

その他
4.1%

Ｑ3-15 洪水に関する情報は、どのような手段により入手しましたか？（複数回
答可）
0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

テレビ

ラジオ

インターネット

消防団による個別の呼びかけ

防災行政無線(防災スピーカー)

広報車や地区内有線での呼びかけ

電話(携帯電話･PHS･FAX を含む)

隣人の知らせ

サイレン・半鐘

自分で目撃

その他

無回答



課題４：「避難勧告・指示発令の遅れ」に関する説明資料 【Ｔ・Ｕ】

Ｔ 避難勧告発令のタイミングが遅れた

■一部の住民は避難勧告発令より前に
自主的に避難をしていた
■発令のタイミングについては、
妥当と判断＞遅かったと判断

という結果ではあったが、遅かったとい
う住民の声も多い

Ｕ 避難勧告発令の判断をするための情報が不足していた

■避難勧告の発令は、降雨・河川水位、浸水状況を踏まえ総合的に判断し
たが、現地情報や今後の気象状況の情報（予測）が不十分であった
■今回洪水では、河川事務所長から市長村長への直接提供されたホットラ
イン情報は、有効であった

Ｑ3-12 今回の水害で避難勧告が発令されたタイミングを
どのように思いますか？ 妥当であった

15.2%

知らなかった
4.4%

不　明
63.8%

遅すぎた
3.3%

遅かった
5.4%

どちらともい
えない
7.9%



課題５：「水防・救助体制の不備」に関する説明資料【Ｖ・Ｗ】

Ｖ 水防・救助用の資材が不足した

Ｗ 逃げ遅れた住民が多く見られ、消防団や水防団に救助された

■逃げ遅れた住民の約80％は、消防団（水防団）や自衛隊により救助された

■水防用の土嚢等の不足
■救助用のボートの不足 等がみられた

37名救出（消防・警察）えびの市

なし湧水町

27名救出（自衛隊）菱刈町

なし大口市

237名救出
（28名：自衛隊 209名消防団等）

さつま町

4名孤立薩摩川内市

Ｑ3-3 誰に救助されましたか？ 家族
2.0% 隣人

5.9%
不　明
2.0%

その他
9.8%

親戚
2.0%

公的機関
（警察・消
防署・自衛
隊等）
78.4%


